
会 議 要 録 

名 称 平成２１年度第３回豊橋市廃棄物処理施設専門委員会 

開催日時  平成２２年２月２４日（水）午前１０時から午前１１時３０分まで

開催場所  豊橋市役所 第三委員会室 

出 席 者 
委員６名（委員数６名） 

環境部長、廃棄物対策課長ほか事務局６名 

概   要 

１．あいさつ 

２．議事 

 （１）㈱ミダックの産業廃棄物処理施設設置許可申請について 

（２）その他  

事 務 局 
豊橋市環境部廃棄物対策課廃棄物対策グループ 

ＴＥＬ ０５３２－５１－２４０６ 

 

  ※㈱ミダックの産業廃棄物処理施設設置許可申請については、㈱ミダックから   

の取り下げ願い（平成２２年４月３０日提出）を受理したことにより、審査を継続 

   する必要がなくなったため、今後、委員からの意見聴取は行わないこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

議 事 要 旨 

 

１．あいさつ 
環境部長に引き続き、委員会座長があいさつを行った。 

 

２．議 事 
   議事要旨は、以下のとおりです。 

 
（１）㈱ミダックの産業廃棄物処理施設設置許可申請について 

  

事務局から第２回専門委員会以降の概況と申請資料の現時点での疑問点を資料

１及び資料２に基づき説明した。議事に対する主な意見等は次のとおり。 
 
○燃焼室熱負荷の数値について 
  
（委員） 
燃焼室熱負荷を減らすことは、燃焼温度が下がることと直接つながってしまう

事が懸念される。さらに廃酸、廃アルカリは液状で投入されることを考えれば

800℃を担保できないと思われる。 

     （委員）  
燃焼室熱負荷を減らすことは温度が確保できない。確保するためには助燃材を

使わざるを得ない。常時助燃材を使うことにはなっていない計画なので、この

発熱量で温度が確保されることは非常に疑問である。 

(委員） 

低位発熱量がかなり低い。発熱量のデータを使って処理能力を計算しているので

矛盾が出てくる。800℃に満たない明確な理論事実があれば指摘事項となる。 

(委員） 

なぜこれだけの燃焼室熱負荷なのか、温度面に関してきちんとした操業ができる

かメーカーに確認したい。 

(委員） 
事前協議の段階から明確な設計思想がない。焼却炉そのものが事前協議の段階と

違うので、申請をし直すのが本来なら妥当な判断である。心臓部に関わる部分が

変更になるようでは話にならない。 

（事務局） 

まだまだ不明確な部分があるので事業者に説明を求めることにする。 

 
   ○生活環境影響調査の騒音について 

 
(委員) 

計画地では環境基準が達成できていない。環境基準に合わせるように騒音を出

せばいいというわけではない。環境基準の上限を超えないことが前提である。



どれだけ低くできるかが環境保全対策の考え方である。1dB でも超えれば許可

の判断材料になる。環境基準の設定はJIS法で計測器の誤差を含んでいるので、

全く理由にならない。 

     (委員) 

 ㈱ミダックは騒音レベルの差が 2～3dB ないと騒音の違いが分からないと言っ

ているが、住民は騒音の違いが分かるはず。 

 
     ○建物等の構造計算について 
      

(委員) 

   各建物の部材の計算結果が出ているが、根拠となる荷重が明確にされていない。

この計算書だけでは不十分である。構造図、基礎、地盤説明書が不足していて、

どのような荷重がかかるか判断できない。もう少し構造安全性の見解が必要であ

る。 

 

      (委員) 

構造計算そのものがよく分からない。事業者に確認して、明確な回答が得られ

なければ判断できない。 

           

         (委員) 

特殊で危険度が高い施設を設置する時は、広い敷地を確保すべきである。 
 

○今後メーカーを変更したいという申し出について 

 

(委員) 

メーカーが変更になれば燃焼計算の根拠が成り立たなくなる。 

 

(委員) 

メーカーを変更するのは、事実上おかしい。メーカーが他のメーカーの燃焼計

算を踏襲するのはむずかしい。 

 

（委員） 

メーカーを選定して計算が同一なのか確認する必要がある。今まで出てきた疑問

に対して明確な答えを出す事が必要になる。こんな低い燃焼室熱負荷で温度が保

てるのかと言う矛盾が出てくる。 

 

（委員） 

現時点でメーカーを変更することを前提に判断はできない。書類の差し替えで

変更になれば、その時点で判断することになる。メーカーはこの燃焼室熱負荷

で燃焼温度が確保できる技術があるのか説明する必要があるし、事例が出てこ

なければ計画そのものの根底が崩れる。メーカーや設計書の変更は本来再申請

の対象となる事例ではないか。 

 

 

 



 

 

 

○今後について 

 

  （委員） 

疑問点をもう一度確認して、その結果によって次回の専門委員会でどう判断する

か決めたいと思う。 

 

（事務局） 

㈱ミダックへの質問事項（案）を作り、各委員に確認してもらった後、回答を 

求めることとする。 

 

（２）その他 

    

本日の議事録を事務局で取りまとめて議事要旨としてホームページで公開して

いくことを説明し、了承を得た。 



　　　　

１　あいさつ

２　議事

(１) ㈱ミダックの産業廃棄物処理施設設置許可申請について

(２) その他

〔添付資料〕

　　資料１　第2回専門委員会並びに前回の回答に対する指摘事項への回答

　　資料２　廃棄物処理法の規定による意見書に対する事業者の回答及び市の回答

平成21年度 第3回豊橋市廃棄物処理施設専門委員会

次　　　　　　　第

　　日時：平成22年2月24日（水）　午前10:00～

　　場所：豊橋市役所第３委員会室



(１) ㈱ミダックの産業廃棄物処理施設設置許可申請について 

 

ア．第 2回専門委員会以降の概況 

7 月 24 日 廃棄物処理法第 15 条第 6 項の規定により利害関係者から提出さ

れた生活環境保全上の見地からの意見書に対する事業者の回答が

提出される。 

10 月 27 日 詳細な構造計算書が提出される。 

12 月 26 日  プラントメーカーを変更する意向があることが報告された。 

1 月 26 日 第 2 回専門委員会並びに前回（第 1回）の回答に対する指摘事項

への回答が提出される。（資料 1参照） 

 

イ．現時点における疑問点（平成 21 年 2 月 24 日現在） 

 

① 申請書等の資料において、焼却能力を計算する際に必要な燃焼室熱負荷の

数値を 54,445 ㎉／㎥ h としている根拠が依然不明であり、焼却炉容積に比

べ焼却能力を低く算定している。（資料 1の 2参照） 

 

② 生活環境影響調査の現況の騒音測定結果で、計画地に近接する人家の夜間

騒音が環境基準を達成していない。さらに予測値が現況値より１dB（A）増

加する。このことについて、事業者は軽微なことと考えているが、環境影響

調査で対象としていない施設の音源を考慮すると、さらに増加する懸念があ

る。（資料 1の 3参照） 

 

③ 申請書等の資料において自重、積載荷重その他の荷重、地震力及び温度応

力に対して構造耐力上安全であることを示す資料が未だ不十分である。 

 



資料１ 

平成 22 年 1 月 26 日 

 

豊橋市長 佐原 光一 様 

 

静岡県浜松市東区有玉南町 2163 番地 

株式会社 ミダック 

代表取締役 土井政博 

（電話番号 053-471-9361） 

 

第 2 回専門委員会並びに前回の回答に対する指摘事項への回答 

 

平成 21 年 9 月 24 日受取り、豊橋市長から提出されました｢産業廃棄物処理施設設置許可申請書の

確認事項等について（照会）｣より、「第 2 回専門委員会並びに前回の回答に対する指摘事項」お

よび追加質問への回答を下記に示します。 

 

 

記 

 

1. 申請書等の資料において自重、積載荷重その他の荷重、地震力及び温度応力に対して構造耐

力上安全であること示す資料を提出してください。 

回答：自重、積載荷重その他の荷重、地震力及び温度応力に対して構造耐力上安全であるこ 

   とを確認するための資料として、平成 21 年 10 月 27 日に構造計算書を提出させていた 

   だきました。 

 

2. 申請書等の資料において焼却能力を計算する際に必要な燃焼室熱負荷は、一般的には 150,000

㎉／㎥h位の数値を採用している例が多いですが、今回の申請では 54,445 ㎉／㎥hとしていま

す。この数値の根拠を、説明してください。 

回答：燃焼室熱負荷は火炎の充満度を示す指標であり、燃焼室が小さく熱負荷が過大である 

   場合には、燃焼室に火炎が過度に充満しすぎ、燃焼ガスの完全燃焼が完結しないまま 

   ガスが燃焼室を通過してしまいます。 

   このことは未燃ガスの発生を意味し、ダイオキシン他有害物質の発生を促すこととな 

   ります。 

   従いまして、燃焼室熱負荷については下記のような一般的な上限が指標として設けら 

   れています。 

    「燃焼室熱負荷とは燃焼室の大きさの適否の目安を示すものであり、燃焼室単位容 

    積、単位時間当たりに燃焼させることができるごみの発生熱量をいい、kcal/m3h 

    （kJ/m3h）で表示される。燃焼室熱負荷については焼却炉形式、構造、炉規模、燃 

    焼方法、ごみ質等を考慮し、実績等を勘案して決められるもので、連続運転式焼却 

    炉の場合、一般的には 15×104kcal/m3h（63×104kJ/m3h）以下の値が採用されている。」 

                    出展：「ごみ処理施設整備の計画・設計要領 2006 改訂版」 

                              （（社）全国都市清掃会議） 

   また、廃棄物処理法により技術上の基準が規定されており、燃焼ガス温度 800℃以上で、 

   滞留時間を 2.0sec以上確保することとされています。 

   産業廃棄物焼却設備では雑多な廃棄物が投入されるため、燃焼状態の変動により炉内 

   の燃焼温度もある程度変動します。 

   このことから焼却炉再燃焼室（二次燃焼空気吹込後十分な燃焼ガスと空気の混合状態 



   が獲られるゾーン）の滞留時間を法上の規定である 2.0secの 2 倍以上を確保するよう 

   形状を検討した結果、再燃焼室の滞留時間が 4.8secとなり、焼却炉全体の有効容積か 

   ら、下式により燃焼室熱負荷が決定されました。 

    燃焼室容積 162.1m3 

    燃焼室入熱量 計画ごみ処理量×計画ごみ低位発熱量＝3,530kcal/kg×2,500kg/h 

                                                       ＝8,825,000kcal/h 

    燃焼室熱負荷 燃焼室入熱量÷燃焼室容積＜150,000kcal/m3h 

          ＝8,825,000kcal/h÷162.1m3＝54,445 kcal/m3h＜150,000kcal/m3h OK 

   計画施設の炉形状および容量計算書については添付資料-1「炉本体構造図（容量計算 
   書）」をご参照願います。 

 

3. 生活環境影響調査の騒音測定結果について、計画地に近接する人家の夜間騒音が環境基準を

達成されておりません。さらに予測値が現況値より１dB（A）増加します。このことについて、

事業者の所感を説明してください。 

また、現在の施設で環境保全協定に基づき 6 ヶ月に 1 回測定している騒音・振動・悪臭・粉

塵・飛散防止の結果を過去 5年間の分について提出してください。 

回答：計画地に近接する人家の夜間騒音が環境基準を達成していない件については、産業廃 

   棄物中間処理施設建設計画に伴う生活環境影響調査の調査書のうち、4-2-6 ②現地調 

   査（ア）現地調査 No.1 において計画地西側に近接する人家付近の現況の騒音調査結果 

   は、昼間：52dB(A)、夜間：47dB(A)となっており、夜間は環境基準（45dB(A)）を超過 

   する結果となっておりますが、この理由として現状施設は夜間の稼動はしていないた 

   め施設からの影響ではなく、国道 1号を通過する車両による道路交通騒音の影響によ 

   るものである旨の報告をさせていただいております。 

   次に、同地点における予測値が現況値よりも１dB(A)増加する件については、以下の理 

   由から当施設の稼働による影響は軽微であると予測されることから問題ないと考えて 

   おります。 

    ・ 騒音レベルの差が 2～3dB ないとその騒音の違いがわからない。 

    ・ また、測定器の誤差が最大 3dB 許容されている。 

                出典：「環境と測定技術 第 31 巻第 4号(通巻 364 号)」 

                （社団法人 日本環境測定分析協会 平成 16 年 4 月 20 日） 

   既存施設の環境保全協定書に基づく測定の結果については添付資料-2「環境保全協定 

   の基づく測定結果」をご参照願います。 

   なお、平成 18 年（㈱ニーズとの合併以前）以前のものについては、社内において保管 

   されているものが添付しております一部のものしかございませんでした。 

   誠に申し訳ございません。 

 
4. 炉本体構造図の中に廃酸、廃アルカリ、プラント用水、処理水の投入位置を示してください。

また、キルンとストーカ再燃焼室それぞれに廃酸、廃アルカリの投入口がありますが、キル

ンとストーカ再燃焼室に投入する場合の違いを説明してください。さらに、直接再燃焼室に

投入した場合、滞留時間が 2秒以上あることを示してください。 

回答：廃酸、廃アルカリ、プラント用水、処理水の投入位置については添付資料-3「噴霧ノ 

   ズル概略位置説明図」をご参照願います。 

   ロータリーキルン入口フード及び再燃焼室に廃酸、廃アルカリそれぞれの噴霧ノズル 

   を設置します。 

   廃酸、廃アルカリの噴霧については下記のような考えに基づき各部に噴霧します。 

   通常処理時：通常は乾燥処理に有効なロータリーキルンへ噴霧することで、乾燥・ガ 

   ス化・高温酸化処理工程を経て無害化します。 

   再燃焼室温度制御：再燃焼室の熱負荷が高く温度が高温になる場合、再燃焼室に廃液 



   （廃酸・廃アルカリ）を噴霧し、その蒸発潜熱で炉内の温度の低減を図ります。 

   高温の炉内に直接噴霧するため、瞬時に乾燥・ガス化し、酸化処理されます。 

   この場合のガス滞留時間は、添付資料の「噴霧ノズル概略位置説明図」より、再燃焼 

   室の容積、及び計画燃焼ガス量より、下記の計算となり、2秒以上確保できる計画とな 

   っております。 

    再燃焼室容積：3.3×4.3×6＝85.1m3（廃液噴霧ノズルより後方） 

    計画ごみ質でのガス量：22,255m3N/h 

    計画ガス温度：1,000℃ 

    実ガス量：22,255m3N/h×（1,000＋273）/273＝103,775m3/h→28.8m3/sec 

    滞留時間：85.1m3÷28.8m3/sec＝2.95sec 

 

5. 再燃焼室出口にある放熱ダンパについて、どのような場合に開放するのか説明してください。

また、開放した場合の周辺に与える環境への影響について調査した結果を提出してください。 

回答：放熱ダンパについては炉内の急激な圧力上昇が生じた場合に、速やかにこの圧力を外 

   部へ放出することで機器の大規模な損傷およびこの事故による周辺への影響を未然に 

   防止することを目的としています。 

   通常、焼却炉内は負圧（-0.5ｋPa/-50mmAq）程度で制御していますが、炉内に爆発性 

   の危険物が投入された場合など、急激な圧力上昇により、炉内が大幅な正圧となる場 

   合があり、この圧力が設備の耐圧を超えた場合には爆発による設備の破損、これに伴 

   う周辺への破損物の飛散が生じます。 

   ダンパは圧力シリンダにより常に一定の圧力が付加されています。 

   また設備の設計耐圧はおおよそ 200mmAq に設定しており、この圧力以上であればダン 

   パが押上げられ、内部の圧力を放散し、設備を保護します。 

   また、同時に焼却処理を停止し、安全を確保します。 

   なお、圧力が低下（シリンダによる付加圧力以下）すれば、自動的にダンパは閉じら 

   れます。 

   通常、このような圧力の異常な上昇はほとんどなく、また万が一ダンパが作動し、焼 

   却炉内部の燃焼ガスが大気に放出されたとしても、その絶対量が非常に少ないため、 

   周辺環境へ及ぼす影響はほとんどないと考えられます。 

   炉内圧力が 1,000mmAq まで上昇したと仮定した場合の大気中への放出量（標準状態の 

   ガスを全て温度換算した実ガス量での比較）は下記の通りです。 

    燃焼室全容積：162.1m3＋139.4m3＝301.5m3 

    放散ガス量：301.5m3×(1,000mmAq/10,340mmAq)＝29.2m3 ① 

    通常運転時煙突からの排気量：32,949m3N/h×(155＋273)/273＝51,656m3 ② 

    ①÷②＝0.057％ 

   以上のことから、実ガス量における比較上、炉内圧力が万が一 1,000mmAq まで上昇し 

   たとしても、通常のガス量に比べ 0.057%という非常に微量な量であることから、周囲 

   に与える影響はほとんど問題にならないものと考えます。 

 

6. 引火性廃油の投入方法についての回答で、「ポンプなどで圧送できないものに限り、小分けに

して投入を行います。また、取扱場所からの流出防止のために、浸透しない材料での施工、

周囲に側溝および油水分離槽の設置を計画しています。」となっていますが、ポンプでの圧送

の投入方法及び小分けにして投入する方法について具体的に説明してください。また、特定

有害廃油についても同様に投入することになっていますが、特定有害廃油が流出したときの

油水分離槽の管理方法について説明してください。 

回答：ポンプによる圧送方法については、取扱所内においてドラム缶からサービスタンクに 

   移送し、そこからポンプにより炉内に噴霧します。 

   小分けにして投入する方法については、取扱所内において作業員の手により廃棄物投 



   入装置（スキップホイスト）の投入用ボックスに移し、そこから自動的に炉内への投 

   入を行います。 

   特定有害廃油の流出が発生した際には、他の廃棄物と同様に作業手順マニュアルに基 

   づき対処いたします。 

   具体的には、施設内部に設けた側溝において土のう、オイルマット、オイルフェンス 

   等により流出を食い止めます。 

   油水分離槽においても同様に土のう、オイルマット、オイルフェンス等により流出を 

   食い止めた後、吸引回収し、全量焼却処分を行ないます。 

 

7. 特定有害汚泥の投入方法について、ドラム缶からどのように出して、キルンに投入するのか、

説明してください。 

回答：取扱所内において作業員の手により廃棄物投入装置（スキップホイスト）の投入用ボ 

   ックスに移し、そこから自動的に炉内へ投入を行います。 

 

8. 感染性産業廃棄物の保管方法について、7日間保管する計画になっていますが、冷蔵設備の有

無、床面の構造を説明してください。また、給水栓等の有無、施錠の可否についても説明し

てください。 

回答：感染性産業廃棄物の保管庫において冷蔵設備および給水栓を設置する計画はありませ 

   ん。 

   床面の構造は土間コンクリートの金鏝仕上げで、ウレタン系防水処理を施した計画と 

   なっております。 

   また、保管庫内への出入り口およびシャッターは施錠できる計画となっております。 

 

9. 産業廃棄物焼却施設設計計算書の 1-2「廃棄物の性状」の表中の「焼却物の種類」ごとの低位

発熱量の数値の根拠を示してください。 

添付されている資料の＜引用文献＞「絵とき 廃棄物の焼却技術（改訂 3 版）」では廃プラス

チック類の可燃分低位発熱量 8,000kcal／kg、有姿低位発熱量 7,510kcal／kg、廃油の可燃分

低位発熱量 9,800kcal／kg、有姿低位発熱量 4,500kcal／kg になっていますが、能力計算に使

っている低位発熱量はそれぞれ 8,015kcal／kg、4,617kcal／kg になっています。廃プラスチ

ック類では可燃分低位発熱量より高い値を、廃油では有姿低位発熱量より少し高い値を採用

していて、根拠が不明ですので、判り易く説明してください。 

回答：「1-2.廃棄物の性状」に記載の低位発熱量は、引用文献の数値を用いたものではありま 

   せん。 

   低位発熱量については、各廃棄物の種類ごとの三成分組成（水分、灰分、可燃分）お 

   よび可燃分中の元素組成（C:ごみ中の炭素量(%)、H：ごみ中の水素量(%)、O：ごみ中 

   の酸素量(%)、S：ごみ中の硫黄量(%)、W：ごみ中の水分量(%)）をもとに、Dulong の式 

   に代入することにより求めることが出来ます。 

   これらの数値は計算書「1-2．廃棄物の性状」に記載の数値であり、この数値の根拠に 

   ついては、添付の引用文献「絵とき廃棄物の焼却技術（改訂 3版）」「ごみ処理施設整 

   備の計画・設計要領」に記載の網掛部の数値を使用しています。 

   また、動植物性残さの三成分組成については引用文献「ごみ処理施設の計画・設計要 

   領 表 1.3.3-2 都市ごみ種類別組成」の三成分にある植物性厨芥および動物性厨芥の平 

   均値を求めたもので、動植物性残さの可燃分中の元素組成については「同 表 1.3.4-5 

   ごみ種類別組成ごとに元素量および発熱量等」の可燃分中の元素組成を按分したもの 

   となっています。 

   尚、医療系廃棄物については一般に三成分ならび元素組成を提示した文献はなく、プ 

   ラントメーカーのこれまでの焼却処理に基づく実績より仮定した数値としています。 

 



 

   Dulong の式による計算は下記の通りです。 

    Hl＝｛81×C＋342.5×（H－1/8×O）＋22.5×S｝×〔可燃分〕/100 

          －｛6×（9×H×〔可燃分〕/100＋〔水分〕）｝ 

    ・ 廃プラスチック類 

      ｛81×75.0＋342.5×（9.0－1/8×7.5）＋22.5×0.5｝×96.0÷100 

                              －｛6×（9×9.0×96.0÷100＋2.0）｝＝8,015kcal/kg 

    ・ ゴムくず 

      ｛81×82.1＋342.5×（11.1－1/8×2.8）＋22.5×1.3｝×70.6÷100 

                             －｛6×（9×11.1×70.6÷100＋1.1）｝＝6,885kcal/kg 

    ・ 医療系廃棄物 

      ｛81×76.9＋342.5×（13.8－1/8×5.1）＋22.5×0.2｝×45.0÷100 

                             －｛6×（9×13.8×45.0÷100＋5.0）｝＝4,468kcal/kg 

    ・ 紙くず 

      ｛81×48.5＋342.5×（6.5－1/8×44.0）＋22.5×0.1｝×80.0÷100 

                             －｛6×（9×6.5×80.0÷100＋15.0）｝＝3,048kcal/kg 

    ・ 木くず 

      ｛81×48.5＋342.5×（6.5－1/8×44.0）＋22.5×0.1｝×80.0÷100 

                             －｛6×（9×6.5×80.0÷100＋15.0）｝＝3,048kcal/kg 

    ・ 繊維くず 

      ｛81×53.2＋342.5×（6.8－1/8×35.5）＋22.5×0.2｝×66.9÷100 

                             －｛6×（9×6.8×66.9÷100＋28.3）｝＝3,012kcal/kg 

    ・ 動植物性残さ 

      ｛81×51.7＋342.5×（7.0－1/8×37.3）＋22.5×0.1｝×19.8÷100 

                               －｛6×（9×7.0×19.8÷100＋68.7）｝＝501kcal/kg 

    ・ 廃油 

      ｛81×88.0＋342.5×（10.0－1/8×0.0）＋22.5×1.0｝×49.0÷100 

                             －｛6×（9×10.0×49.0÷100＋50.0）｝＝4,617kcal/kg 

    ・ 廃酸・廃アルカリ 

      ｛81×85.0＋342.5×（10.0－1/8×2.0）＋22.5×1.0｝×2.0÷100 

                              －｛6×（9×10.0×2.0÷100＋93.0）｝＝-364kcal/kg 

    ・ 汚泥 

      ｛81×50.5＋342.5×（6.2－1/8×36.1）＋22.5×1.2｝×7.5÷100 

                               －｛6×（9×6.2×7.5÷100＋85.0）｝＝-183kcal/kg 

 

10. （株）クリモトテクノスの廃棄物リサイクル事業の譲渡に伴う影響についての対応を教えて

ください。 

回答：株式会社クリモトテクノス様は、本件事業について引き続きご協力いただける旨の約 

   束をいただいておりますので、大きな影響は生じないと考えております。 

   なお、万が一同社自身が対応できない場合が生じた際には、同社よりこれを引き継ぐ 

   企業をご紹介いただくことも、同社との約束には含まれております。 

 

11. （追加質問）温度応力に対するの対応について説明すること。 

回答：温度応力については下記のような考え方で対応しているのが一般的であり、今回計画 

   をしている産業廃棄物焼却施設だけに留まらず、一般廃棄物焼却施設、一般の工業炉 

   から電力供給事業家が運営する火力発電所、原子力発電所の全ての施設において同様 

   の設計思想に基づき設計されています。 

    ・ 高温の燃焼炉については耐火材等の内面ライニングを行い、外部ケーシングが外 



      気温＋40℃以下となるように適切に耐火材を施工する。 

    ・ 外部ケーシングについては、最高使用温度での使用材料の耐力を考慮し、構造上 

      十分な許容応力以下となるように、材質の選定および板厚等を確保する。 

    ・ 温度による熱膨張を十分考慮し、膨張部については適切に伸縮継手を設ける等、 

      各部に熱による応力が生じないように設計するとともに、焼却炉本体を支持する 

      架構についても熱膨張による応力が生じないよう適切なスライドや伸縮継手を 

      設けるよう配慮する。 

 

12. （追加質問）構造計算書の標準せん断力係数について、工場棟や誘引ファン棟は 2.0 となっ

ているのに対し、ダストピット棟が 0.3 となっていることについて説明すること。 

回答：ダストピット棟は、国土交通省告示第 593 号第一号のロ（3）により定められた設計方 

   法により計算ルートが 1-2 となっており、その中の条件として標準せん断力係数を 0.3 

   以上として計算するよう定められています。 

   設計方法およびその根拠については添付資料-4「鉄骨造建築物の二次設計の構造計算 

   フロー」、添付資料-5「建築基準法施行令第 36 条の 2第五の国土交通大臣が指定する 

   建築物を定める件」をご参照願います。 

 

 

以上 

 

 



資料２ 

廃棄物処理法第 15 条第 6 項の規定により利害関係者から提出された生活環境保全上

の見地からの意見書に対する事業者の回答 

事 業 計 画 及 び 処 理 設 備 関 係 

質   問 回   答 

1. 環境影響調査で、説明会では煙突の高さが

20m から 30m に変更しても、最大着地濃度地

点がほとんど変わらないが、その根拠を示し

て欲しい。 

従来の最大着地濃度地点付近での調査結果デー

タを流用することが可能となる範囲内で

煙突の仕様の変更を行いました。 

2. 計画の焼却炉は、プラスチックが 20%と他の

廃棄物よりも多く焼却することを計画してい

ます。プラスチックを多量に焼却するときの

ロータリーキルンにおける焼却は、燃焼空気

が廃棄物の下から供給されず、キルンの天井

を長く延びた火災の輻射熱でプラスチックを

加熱するため、多く含まれるポリエチレンな

どのプラスチックは液化します。その結果、

キルンの下部に液化したプラスチックが溜ま

るとともに、一定量になるとキルン出  口か

ら火格子に流れ落ちます。火格子上ではプラ

スチックの燃焼が行われるが、火格子が詰ま

りやすく、さらに灰と液化したプラスチック

が混合して硬くなり、火格子においても燃焼

が十分行われなくなり、未燃のまま火格子か

ら排出されます。また、キルンの出口付近に

灰と液化したプラスチックが付着して固まり

成長してくるため、廃棄物の移動が困難とな

り、燃焼に支障が生じます。この状態になる

と焼却炉を停止し、障害物の除去が必要にな

ります。このようなことから、稼動と停止が

頻繁に行われることになり、立上げ、停止時

に一定時間バグフィルターを通さず、バイパ

スを通じて排ガスのそのまま放出することに

なります。これらの一連のことについて、ど

のように考えますか。 

本計画のロータリーキルン＆ストーカ炉ではキ

ルン投入部のフードより燃焼用空気を吹

き込みます。したがって燃焼空気についてはキ

ルン下部より吹き込まれ、十分に廃棄物と混合

され、キルン内で熱分解ガス化が進行し、キル

ン中央から後段にかけてガス燃焼となります。

プラスチック類の融点は 120℃程度、熱分解温

度は 400℃程度であり、本計画の焼却炉

ではキルン中間から後段の温度が 800～900℃

程度に制御するため、プラスチック類は

熱分解によるガス化反応が進み、キルン出口部

分では燃焼が完結します。よって、プラスチッ

ク類が液状でストーカ内へ落下することや、キ

ルン出口付近での液化したプラスチックと灰と

が固まり、ストーカの動作を妨げるような現象

はありません。施設の立上げ立下げについては、

通常一旦立ち上げた焼却炉は連続運転で約 2～

3 ヶ月程度稼動します。立上げ時は基本的に助

燃材（灯油）により所定温度まで昇温した後、

排ガスをバグフィルターで処理します。

また停止時についても、ストーカ上の未燃物が

排出されるまで助燃材による温度の維持

を行い、この間の排ガスについてもバグフィル

ターで適切に処理されます。 

3. 施設全体に屋根がないのにもかかわらず、保

管も含め廃棄物が移動する際に雨に触れない

添付資料-1「保管場所一覧」をご参照ください。

 ①泥状・固形状廃棄物（汚泥、廃プラスチック



ことを、図面により説明してください。 類等）はコンテナ車等で搬入され、建屋に設

けられた屋根の下でダンプアップを行い、ご

みピットへ投入され、屋内で保管されます。

車両での運搬時は廃棄物処理法の運搬基準

に従いシートがけの徹底を行い、ごみピット

から炉への投入は密閉構造で行われます。 

②特定有害汚泥はドラム缶のまま平ボディ車等

で搬入され密閉状態で保管されます。 

炉への投入時は雨に触れないよう移し替え

を行い炉へ投入します。 

③～⑥ 廃液は吸引車（廃液運搬用のタンクを装

備した車両）で搬入され、受入れピットを経

由して各々の密閉タンクに保管されます。 

炉への投入は配管を通って行われます。 

⑦ 廃油は吸引車（廃油運搬用のタンクを装備し

た車両）で運ばれ、直接密閉タンクに直接移

送され保管されます。 

炉への投入は配管を通って行われます。 

⑧ 引火性廃油や特定有害汚泥はドラム缶のま

ま平ボディ車等で運ばれ密閉状態で保管さ

れます。炉への投入時は雨に触れないよう移

し替えを行い炉へ投入します。 

 ⑨ 感染性産業廃棄物は密封容器に入った状態

で搬入され、医療廃棄物倉庫に保管されます

炉への投入は密閉構造で行われます。 

以上のように、廃棄物が雨に触れないよう配慮

された施設計画となっておりますが、万が一汚

水が発生した場合は回収し焼却処分を行いま

す。 

4. 「焼却炉施設内の水が炉の温度調整のために

使用される」と説明会の際に説明しているが、

その水の循環経路を図面により説明してくだ

さい。 

循環経路図は今後の施設詳細設計の中で確定し

ていきます。 

5. 焼却炉の清掃はどのように行うのか。水は使

用しないのか。水を使用したならば、その水

はどのように処理するのか。図面を使って説

明してください。 

原則焼却炉そのものの清掃に水を使用すること

はありませんが、施設内において万が一

汚水が発生した場合は回収し焼却処分を行いま

す。その処理経路につきましては、今後の施設

詳細設計の中で確定していきます。 



6. 土地を 5m 高くし、その上に焼却施設を建設

する計画であるが、地震に対する対策はどの

ように行うのか。 

  また、強風時に廃棄物が飛散しないような対

策はどのように行うのか。 

  これらのことについて、説明してください。

廃棄物処理法において「自重、積載荷重その他

の荷重、地震力及び温度応力に対して構

造耐力上安全であること。」と定められておりま

す。施設（プラント、保管施設、建屋等）の設

置部分の地耐力はコンクリート杭により下の

地盤の支持層まで届くような構造又は地盤改良

等 に よ り 十 分 な 地 耐 力 を 確 保 し ま す 。

また、建築物についても、建築基準法に基づき

各応力に対して安全性の確認を受けます。

建築物の構造強度に関する監督官庁による確認

は、建築確認申請により豊橋市建設部建

築指導課様において、建築物の法令上の確認、

構造計算の確認等が行われます。さらに、姉歯

元一級建築士による構造計算書偽装問題を受け

て建築基準法が改正され、平成 19 年 6 月 20 日

より施行されており、二次審査として「都道府

県知事が指定する適合性判定機関」により再度

構造計算等の審査が行われるようになり、改正

前の審査に比べ、非常に厳重かつ綿密な審査が

なされることとなりました。また、廃棄物は屋

内のコンクリート製ピット、密閉ドラム缶、密

閉タンク、医療廃棄物倉庫に、燃え殻は水封式

のコンベヤを経て、ばいじんについては混練機

で水・薬剤と混ぜられて、屋内にあるそれぞれ

のピットに排出されますので、飛散の恐れはあ

りません。万が一異常事態が発生した場合には、

施設稼動前に緊急対応手順を策定しておき、当

該手順に基づき対処します。 

7. ミダックふじの宮と焼却炉メーカーが異な

るが、このメーカーを選んだ理由を教えてく

ださい。 

  また、事前協議と申請で焼却炉メーカーが変

更されているが、この理由も教えてください。

納入実績や事業規模などを元に社内で検討を行

った上でプラントメーカーを内定をして

おります。また、これまでの協議の中で、関係

地域住民の皆様からのご意見や行政との協議に

より、より進んだ環境対策を実現するために、

それを可能とするプラントメーカーへの変更を

行いました。 

8. 特別管理産業廃棄物の保管庫の位置で、廃ア

ルカリ、廃酸のタンクが近くにあり、保管の

際、間違ったタンクに入れてしまうような事

受入ピットおよび配管等に品目を表示し、人的

ミスを抑制できる施設計画を行います。

また、当社は ISO14001 の認証を取得しており、



故は起きないのか？ 

  人間は間違えることがあることを前提に、シ

ステム的に間違えないようにして欲しい。 

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム を 構 築 ・ 維

持している中で、本マネジメントシステムの適

切な運用により、社内での相互チェック

体制は十分機能するよう努めています。

この中で、作業手順（緊急対応手順含む）の確

立・運用・確認等を行います。既存施設（㈱ミ

ダック本社水処理施設、㈱ミダックふじの宮等）

においても、当該内容について、定期的な従業

員教育・緊急対応訓練を行っており、マニュア

ルの内容の定着を図っていることから、ご質問

のような事故は起きておりません。今回の事業

計画における焼却施設についても、この体制を

適用し、運用していきたいと考えています。 

9. 消火器具の配置図を示して欲しい。 消火器具の配置図は今後の施設詳細設計の中で

確定していきます。 

10. 引火性廃油、特定有害廃油の保管場所は屋

根付きの保管庫ではないのか？保管量 50 本

はあまりにも多すぎる。 

ご質問の保管場所では密閉ドラム缶によって保

管を行うため、屋根を設置する計画とは

なっておりません。ドラム缶の貯蔵量について

は、消防法により定められた基準から決定され

ております。 

11. 特定有害汚泥及び引火性廃油、特定有害廃

油の保管場所、保管施設の構造が屋外でドラ

ム缶になっているが、特別管理産業廃棄物を

屋根のない屋外で保管することは問題であ

り、ドラム缶の荷卸、焼却炉への持込の際に

転倒、破損した場合、汚泥、廃油が漏れ出る

可能性があり、降雨により場外へ流出する危

険性があるが、どのように考えるか？ 

   さらに有害物質が水に溶けた場合、油水分

離装置での分離処理はできないが、どういう

対応をするのか？ 

このような排水は素掘りの調整池に流れる

と思われるが、地下浸透対策は考えているの

か？特定有害物質の保管は屋内にすべきでは

ないのか？ 

異常が発生した場合には、施設敷地内で食い止

めることを第一と考えており、作業手順

マ ニ ュ ア ル に 基 づ き 対 処 い た し ま す 。

具体的には、汚水は施設内部に設けた側溝に流

れ、これを土のう、オイルマット、オイ

ルフェンス等で流出を食い止め、吸引回収しま

す。また、油水分離槽においても吸引回収し、

全量焼却処分を行ないます。調整池については

雨水の調整池として設置しておりますので、上

記で説明しました理由から現計画の構造で問題

ないと考えます。 

12. 廃酸、廃アルカリ及び特管廃酸、特管廃ア

ルカリのタンクが隣接し、それぞれ同じ防液

堤で囲われているが、両方が同時に漏れ出し

異常が発生した場合には、作業手順マニュアル

に基づき対処いたします。また、より安全性を

確保するために、今後行政と協議の上各タンク



た場合はどうするのか？防液堤は独立して設

けるのが一般的ではないのか？ 

の配置の変更について検討を行います。 

13. 引火性廃油は危険物の第 4 類第 1 石油類に

該当すると思われるが、該当する危険物貯蔵

所の用件、管理方法や管理責任者(危険物取扱

者)の特定、防火対策などの消防法の関係が明

確になっていません。 

   第 1 石油類をドラム缶に入れて屋外で管理

すること自体、ガスの発生、爆発の原因等の

問題があると思われます。また、夏場には高

温になることが予想されます。これらの対策

について説明してください。 

本計画施設において取り扱う引火性廃油は危険

物第 4 類第 2 石油類に該当します。計画に当た

っては、事前に消防署および行政に指定数量や

保有空地等について確認を受けており、消防法

により定められた基準を遵守した計画となって

おります。施設稼動時までには当然管理責任者

を選任し配置いたします。 

14. 廃酸、廃アルカリ及び特管廃酸、特管廃ア

ルカリの受入れピットが 1 箇所で行われるよ

うですが、隣接している場合、地震等により

亀裂や破損により混合される可能性がありま

す。混合の危険性を回避するためにそれぞれ

の受入口及びピットを離すべきです。また、

受入ピットの構造図及びピットからタンクへ

の配管図もありません。酸とアルカリが混合

しないような対策を示してください。また、

混合の事故が起きた場合の対処法についても

説明してください。 

本計画施設における廃液の受入れビットは、酸

とアルカリとに独立した設計となってお

りますので混合の可能性はありません。

構造図については添付資料-2「受入ピット」を

ご参照ください。配管図については今後の施設

詳細設計の中で確定していきます。万が一異常

事態が発生した場合は速やかに回収し焼却処分

を行います。 

15. 廃油の屋外タンクに油水分離槽がなく、タ

ンクの注入口、排出口の記載がない。 

   また、排出ポンプより液が漏れるトラブル

が多く発生する。したがって、タンクからの

配管は排出口に一つのバルブ、ポンプ、一つ

のバルブのように接続するはずだが、バルブ、

ポンプの記載がない。また、タンクから焼却

炉までの配管図がない。配管が地下か地上か

がわからず、材質、口径の記載もない。配管

が地下配管であれば、漏れや破損がわかりに

くいので対策が必要である。防油堤の容量に

ついても、タンク容量以上としか記載されて

いない。これらのことについて説明してくだ

さい。 

添付資料-3「図番 JWB-210-0016-2 廃油タンク

構造図」をご参照ください。油水分離槽は防油

堤内に設置しており、防油堤からの排水につい

ては油分の分離後に排出する計画となっており

ます。また、ポンプも防油堤内の設置となりま

す。配管図、タンクの注入口、排出口について

は今後の施設詳細設計の中で確定していきま

す。配管については埋設ではなく、地上もしく

は U字溝への敷設を計画しています。 



16. 廃酸、廃アルカリ、特管廃酸、特管廃アル

カリについても 15 の内容の記載がないので

同様に記載してください。 

  また、これらのタンクに容量ゲージ、エアー

抜き口及び配管図がないので、示してくださ

い。 

添付資料-4「図番 JWB-210-0017-1 廃酸タンク、

廃アルカリタンク構造図」、添付資料-5「図番

JWB-210-0036-1 特管廃酸タンク、特管廃アルカ

リ タ ン ク 構 造 図 」 を ご 参 照 く だ さ い 。

15．での回答と同様に、配管図、タンクの注入

口、排出口については今後の施設詳細設

計の中で確定していきます。容量ゲージ、エア

ー抜き口については当然タンクに付属します。

配管については埋設ではなく、地上もしくは U

字溝への敷設を計画しています。 

17. バグフィルターのバイパスについて、以前

説明会では「バイパスを設けないと基準に適

合しない」と説明していましたが、専門家に

聞いたところ「都市型の焼却炉ではバイパス

のないバグフィルターはいくらでもある。」と

の返答を得た。このことについて説明してく

ださい。 

当社ではバイパスを設けることが施設の安全上

必要であると考えました。 

18. 廃酸、廃アルカリ、特管廃酸、特管廃アル

カリの保管は PE 性タンクとあるが、PE 性と

はなにか？一般に言うポリタンクならば溶け

るおそれはないか？熱により劣化することは

ないか？紫外線で劣化することはないか？

また、屋外タンクの早めのメンテナンス方法

や更新の頻度等について、これらの対策を説

明してください。 

申 請 書 に 誤 っ た 記 載 が ご ざ い ま し た 。

誠に申し訳ございませんでした。PE 性は PE 製

と読み替え願います。“PE”とはポリエチレン製

のことを言い、ポリエチレン樹脂は一部の溶剤

を除いて優れた耐薬品性を有しており、廃液の

貯留に一般的に使用されています。本計画では

ポリエチレン樹脂にカーボンを練りこんだ黒色

タンクを使用しており、非常に耐候性（耐紫外

線）に優れた性能を有しています。 尚、耐熱性

は低密度ポリエチレンでも 85～90℃を有し、本

計画において特に問題となるものではないと考

えます。また、本計画施設では、日常点検とし

て 2 時間に 1 度の見回り（計器点検・その他異

常等の確認）、月例点検、半年点検、年次点検の

他、2 ヶ月に 1 度の定期修理を行い施設

の老朽化による有害物質の発生を未然に防ぐ計

画となっております。 

19. 「2 維持管理に関する計画の 3.施設の維持

管理方法の害虫防止措置の廃棄物を受入れて

から長時間貯留せず」となっているが、長時

間とはどのぐらいを指すか。 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律によって定

められている保管日数以内を遵守するこ

とにより、害虫発生の抑制が可能であると考え

ております。 



20. 申請書において「1 位置、構造等の設置に

関する計画」の中の処理施設及び処理する廃

棄物の一覧表と「産業廃棄物焼却施設設計計

算書§1.焼却処理対象物及び焼却能力 2-2 計

画処理物燃焼時及び単独燃焼時の焼却能力表

の処理能力」について、単独燃焼時の処理能

力の数値が違うものがあるのはなぜか？ 

本施設は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

第 15 条および令第 7 条において規定さ

れている「汚泥の焼却施設」「廃油の焼却施設」

「廃プラスチック類の焼却施設」「産業

廃棄物の焼却施設」に該当する施設として申請

をしております。申請書における処理施設及び

処理する廃棄物の一覧表では、各施設ごとに分

け品目ごとに単独燃焼時の焼却能力が記載され

ております。これらの数値は、産業廃棄物焼却

施設設計計算書の§1.焼却処理対象物及び焼却

能力 2-3.焼却能力計算書 2-3-1～2-3-11 に基

づいたものとなっております。（自動計算を行

なっているため、少数点以下の数値も計算に含

まれていますが、計算書については必要

な数値以外小数点以下を削除しております。）

産業廃棄物焼却施設設計計算書の§1.焼却処理

対象物及び焼却能力 2-2 計画処理物燃

焼時及び単独燃焼時の焼却能力表の処理能力欄

に 記 載 さ れ て お り ま す 数 値 は 上 記 の 回

答のとおり 2-3-1（計画処理物を燃焼した場合

の焼却能力）に基づいたものとなってお

りますので、数値についての違いはございませ

ん。尚、処理施設及び処理する廃棄物の一覧表

の動植物性残さの単独燃焼時の焼却能力に

誤った記載がございました。37.176t/日を改め

産業廃棄物焼却施設設計計算書に基づき 34.2 

t/日に訂正いたします。誠に申し訳ございませ

んでした。 

21. 灯油タンクからの配管図がありません。

併せて管の材質、太さ、更新時期及び地下タ

ンクを囲む槽の具体的な容量が不明ですの

で、説明してください。 

添付資料-6「図番 JWB-210-0029 地下灯油タン

ク構造図」をご参照ください。配管図、管の材

質、太さ等については今後の施設詳細設計の中

で確定していきます。 

22. 維持管理に関する計画について、ごみ処理

施設の維持管理の技術上の基準への対応では

「契約時もしくは搬入時に当該産業廃棄物の

性状の分析又は計量を行います。」とあるが、

受入れる廃棄物全てについて行うのか？ま

た、「設備は定期的に点検」、廃油の流出を防

当社では廃棄物の処理フローとして、必ず搬入

前の契約時に排出事業者から搬入予定物

の廃棄物データシート（WDS）・化学物質等安全

データシート（MSDS）・分析表等廃棄物の性状の

わかる書面及び廃棄物サンプルを受領し、廃棄

物の性状把握を行っております。次に、当社が



止するために「異常を認めた場合は速やかに

必要な措置」とあるが、何をどのような視点

で見るのか、「異常」は何を持って異常とする

のか、「必要な措置」とはなにか、具体的に説

明してください。 

定義する異常事態とは、今後策定する操作マニ

ュアルに定める焼却炉を緊急停止するような事

態および保管施設からの飛散・漏洩・悪臭発生

等を想定しております。有事の際には、公害が

発生しないように手順に基づいた対応および原

因究明を行い対策を講じます。その後、原因追

及、是正処置の過程において、操業することに

より周囲に悪影響を及ぼすと判断された場合

は、問題が解決するまで施設運転を見合わせま

す。当社では ISO14001 の認証を取得しており、

全グループを対象に各種業務をマニュアル

化した手順書を策定、運用、チェック、改善、

教育する体制をとっております。本施設に適し

たマニュアルについては施設稼動前までに作成

します。 

23. 焼却施設から出る粉塵は、敷地に溜まって

周辺の土地や降雨によって池に浸透していく

おそれがあるが、その対策は？調整池は地下

に浸透しない構造にすべきでは？また、調整

池から排出されるときは、ろ過する構造でな

いと全て流出されると思われるが、その対策

は？ 

燃え殻は水封式のコンベヤを経て、ばいじんに

ついては混練機で水・薬剤と混ぜられて、

屋内ピットに排出されますので、飛散・流出に

よる外部への影響の恐れはありません。

調整池については雨水の調整池として設置して

おります。 

24. 排ガスの自動分析計の連続データを電光掲

示板で門の前で公開して欲しい。また、ばい

じん、窒素酸化物、硫黄酸化物についても自

動分析計をつけて電光掲示板で公開すべきで

あると考えるが、このことについて説明して

ください。 

電光掲示板につきましては、関係自治会からご

要望をいただき、社内にて検討した結果、

設置することといたしました。その表示項目は、

温度、一酸化炭素、塩化水素として会合におい

て ご 報 告 さ せ て い た だ い て お り ま す 。

また、本計画施設では排ガスの性状について、

ダイオキシン類については年 1 回、それ

以外の項目については 4 ヶ月に 1 回分析を行い

確認します。廃棄物処理法には「記録の閲覧」

という制度があり、これに基づき記録を備え置

き、ご要望があれば当社内での閲覧が可能とな

っております。 

 

25. 説明会で説明された焼却炉メーカーをなぜ

変更したのか。その理由を説明してください。

これまでの協議の中で、関係地域住民の皆様か

らのご意見や行政との協議により、より

進んだ環境対策を実現するために、それを可能



とするプラントメーカーへの変更を行い

ました。 

26. 環境影響調査で風の強い 1～3 月の間に調

査しなかったのはなぜか？また、操業後も環

境への影響はどのように調べるのか説明して

ください。 

 

当計画における生活環境影響調査は、廃棄物処

理施設生活環境影響調査指針に基づきそ

の調査を行いました。 

その中での現況把握の基本的な考え方は、原則

として既存の文献、資料によって行なう事とし、

不十分な場合は現地調査にて補完するとされて

おります。今回現地調査を行ったデータ（春季、

夏季、秋季、冬季）と既存の文献、資料の相関

についても解析をした結果、「強い相関がある」

と判断されました。よって、現況把握における

データとしては十分なものであると捉えており

ます。季節風の強い 1～3月のものにつきまして

は、既存の文献、資料より確認することが可能

です。操業後におきましては、法令上で排出基

準の設けられている「ばいじん、窒素酸化物、

硫黄酸化物、塩化水素、ダイオキシン類等」に

ついて排出基準を下回る厳格な自主管理基準値

を設け、それを厳守するよう施設運営を行いま

す。これらの具体的な管理体制につきましては、

適切な温度管理・燃焼状態管理及びバグフィル

タでの活性炭・消石灰の吹き付け等により施設

を安定稼動することで、排出抑制をいたします。

また、その確認は日常のCO、HCL、O2の連続測定

数値を 24 時間体制で監視記録することで達成

します。さらに、ダイオキシン類の測定頻度は

法定通り年 1回、それ以外の項目については、4

ヶ月に 1 回の測定により、排出物質の管理を致

します。 

27. 他の都道府県での操業施設のバグフィルタ

ーの機能に問題があり、バグフィルターは 1

基でよいとした根拠を数値で示すよう要求し

たが、数値で示さないのはなぜか。ミダック

ふじの宮の焼却施設は 2 基設置しており、今

回の施設は 1 基でよいと判断を示すだけでは

納得がいかない。誰が見ても 2 基あれば有事

の時には対応できるはずである。2 基より 1

添付資料-7「バグフィルターについて」をご参

照ください。専門的な内容も含まれますことか

ら、プラントメーカーに確認の上、別紙回答を

用意いたしました。 



基で良い理由を判りやすく説明してくださ

い。 

28. 申請に排ガスの自主管理基準値の記載がな

いのはなぜか？自主管理基準値を申請に記載

し、事業者と住民と協議した内容が盛り込ま

れてこそ、事業への取り組む姿勢が住民への

証となるのではないか？ 

本計画申請では、法律（大気汚染防止法、ダイ

オキシン類対策特別措置法等）で定めら

れた排出基準を遵守することを前提とし、調査

機関が周辺地域での環境影響調査を実施

した結果、環境基準を超過することはないと判

断されております。排出基準、環境基準ともに、

国が健康保護、生活環境保全のために設定した

基準であり、これを遵守することで十分に安全

な環境を永続的に保てるものと考えておりま

す。つきましては、関係自治会様との協議の内

容や当社が取り組む環境対策（自主管理基準

値含む）については、現在関係自治会様に締結

のお願いをしております環境保全協定書

に記載し、お約束させていただくものとしてお

ります。 

29. 騒音問題について、事前説明の中で平成 20

年 12 月の説明会の席で示された数値が、本申

請に記載していないのはなぜか？説明にあっ

た数値に変更した申請書でなければ、数値が

反映されないため、本申請を見直すべきであ

ると思われるが、如何か？ 

平成 20 年 12 月 18 日、平成 21 年 2 月 25 日の地

元 自 治 会 様 と の 会 合 に お い て ご 提 案 さ

せていただきました騒音発生源を地下室に移動

する環境対策につきましては、設置許可

取得後にその対策を計画に反映させるための申

請 を 行 う こ と で 行 政 と の 調 整 が で き て

おります。このことにつきましては、平成 21

年2月25日の会合において自治会様にご報告な

らびにお約束をさせていただいております。 

30. 焼却灰ダストピット棟建屋はピットのみを

覆う構造ではないのか？焼却灰・ダストを取

り出す時には屋外作業が予測され、焼却灰・

ダストが飛散するおそれがあると思われる

が、その対策は？ 

燃え殻は水封式のコンベヤを経て、ばいじんに

ついては混練機で水・薬剤と混ぜられて、

屋内ピットに排出されますので、飛散・流出に

よる外部への影響の恐れはありません。 

31. 焼却炉より取り出された焼却灰の搬送には

コンベアで送られる図面となっているが、コ

ンベア床面には落下等飛散対策が計画されて

いない。焼却灰の飛散防止対策について説明

してください。 

焼却炉より取り出された焼却灰の搬送用コンベ

アは、完全に密閉構造であり、搬送物（焼

却灰）が飛散しこぼれ落ちることはありません。

32. 焼却炉の耐用年数はどれぐらいを考えてい

ますか。 

耐用年数というよりは、各設備について定期的

な点検・修繕※を行い、必要に応じ交換



等を行うことにより故障や事故を防ぎ、継続し

た運転に支障がないようにします。 

※日常点検として 2 時間に 1 度の見回り（計器

点検・その他異常等の確認）、月例点検、

半年点検、年次点検の他、2 ヶ月に 1 度の定期

修理を予定しています。また、参考としまして

添付資料-8「ごみ焼却施設の耐用年数の目安」

をご参照ください。 

33. 感染性産業廃棄物の保管日数が 7 日間と長

いが、腐敗しないような対策はあるのか？ 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律によって定

められている保管日数以内を遵守するこ

とにより問題はないと考えております。

原則として、受入れた後速やかに処理するよう

運営します。 

 

 

施  設  管  理  関  係 

質   問 回   答 

1. 異常事態が発生した際の手順を施設稼動前

までに行うという話があるが、その手順に間

違いや抜けがないかの確認は誰が行うのか？

また、作成されたマニュアルが、作業者全員

に周知されているかの確認は誰が行うのか？

これらの確認はISO14001に基づくEMS管理責任

者が行います。 

2. 燃え殻、ばいじんをピットから取り出す方法

を示してください。 

重機を使用して作業を行います。 

3. 説明会で約束した、排水の測定に特別管理産

業廃棄物で扱う品目の中にある、有機塩素系

の項目、例えばジクロロメタンや四塩化炭素

の項目が含まれていないが、測定しない理由

は？ 

本施設からは油水分離槽を経由した雨水のみの

排出となるため、ご質問の項目の調査は

必要ないと考えます。しかしながら、より管理・

安全を強化するために、PH、BOD、COD、ノルマ

ルヘキサンを月 1 回自社による測定、年 1 回外

部委託による測定、重金属類を 6 ヶ月に 1 回自

社による測定を行います。 

4. 「異常事態が発生した場合の判断は工場長」

とあるが、以前現施設の鉄板をはずすという

簡単な住民の要請にも、本社幹部に伺いを立

てていたが、焼却炉の停止も含めた権限を現

場の工場長に持たせることができるのか？ 

本計画施設における施設最高責任者は、「所長」

となります。当社社内規定により、「所長」には

「所の運営に関する統制、業務運営に伴う通常

の事項に関する決定・承認、一般の事項に関す

る他部門への依頼、連絡、交渉等の権限を付

与する。」と規定しております。焼却炉の停止権

限につきましては、「所長」判断となります。 



5. 重金属は燃やさないとのことでしたが、汚泥

等の廃棄物に重金属は含まれていないのです

か？ 

本計画施設では、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律において規定される重金属(六価

クロム、カドミウム等)を多量に含む特定有害産

業廃棄物の焼却は行いません。 

6. 特定有害汚泥、特定有害廃油、特定有害廃酸、

特定有害廃アルカリの特別管理産業廃棄物を

搬入する前には、分析が必要だと思われるが、

いつ、どのようにして分析するのか？ 

 

当社では廃棄物の処理フローとして、必ず搬入

前の契約時に排出事業者から搬入予定物

の廃棄物データ（WDS）・化学物質等安全データ

シート（MSDS）・分析表等廃棄物の性状

のわかる書面及び廃棄物サンプルを受領し、廃

棄物の性状把握を行っております。 

7. 特別管理産業廃棄物を取扱うのに、特別管理

産業廃棄物管理責任者を常駐させるのか？

交代勤務の各班に有資格者を置くべきだと思

われるが。 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律により各事

業所ごとに管理責任者をおくこととなっ

ていることから、本施設においても最低 1 人配

置いたします。 

8. 前処理破砕機から供給コンベアに廃棄物が

供給されるが、万一供給コンベア内で火災が

発生した場合に対する、対策について示して

ください。 

処理前破砕機で破砕後のごみは一旦ごみピット

に戻され、ほかの廃棄物と十分攪拌混合

後、クレーンにて供給コンベヤに搬送され供給

ダ ン パ を 経 て 焼 却 炉 に 投 入 さ れ ま す 。

供給コンベヤは鋼板製の溶接構造です。

万が一供給コンベヤ内で火災が生じても、十分

稼動するに必要な強度と耐力を有してお

ります。しかしながら、より管理・安全を強化

するために、供給コンベヤには散水設備を設置

しており、火災時には散水し消火を行います。

9. バグフィルターが破損した場合のチェック

機能と対策について説明してください。 

バグフィルターは、排出基準を満足できる能力

（ろ過面積）を持ち、また、プラントメ

ーカーの指導や、旧福田町、ミダックふじの宮

での焼却施設の運営経験を活かし、点検

項目、点検表、点検頻度を定め実施します。

日常の管理については、排ガス温度・差圧を監

視し、焼却施設の定期修繕の際には目視

で点検し、必要に応じ交換等管理を行います。

万が一、稼動中に異常が発生した場合には、投

入を停止し、プラントを立ち下げ、停止

させ、原因究明を行い対策を講じます。 

10. バグフィルターに集塵された塵埃を取り出

す際の飛散防止措置が不十分であり、飛散の

可能性があり、雨水により外部へ流出する可

ばいじんは混練機で水・薬剤と混ぜられ、加湿

された飛散の無い泥状で屋内の保管ピッ

トに排出された後、密閉ドラム缶又は専用コン



能性があると思われることについて、説明し

てください。 

テナ等で運搬車両により搬出されます。

また、ピットから取り出す際には雨に触れない

よう作業を行います。 

11. 焼却設備の運転や維持管理のための従業員

に対する教育計画が見出せない。新規設備に

対する教育は非常に重要であるので、教育計

画を明確にしていただきたい。また、スキル

のレベル維持・向上の計画についても明確に

していただきたい。 

当社は ISO14001 の認証を取得しており、環境マ

ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム を 構 築 ・ 維 持 し て

いる中で、本マネジメントシステムの適切な運

用により、社内での相互チェック体制は十分機

能するよう努めています。この中で、作業手順

（緊急対応手順含む）の確立・運用・確認等を

行います。また、既存施設（㈱ミダックふじの

宮等）においても、当該内容について、定期的

な従業員教育・緊急対応訓練を行っており、マ

ニュアルの内容の定着を図っております。今回

の事業計画における焼却施設についても、この

体制を適用し、運用していきたいと考えていま

す。 

12. 以前ミダックはフェロシルトを取り扱おう

としていたが、今回の申請が認可された場合、

フェロシルトを取り扱うのか。 

当該施設におけるフェロシルト汚泥の搬入予定

は、現段階においてその予定はございま

せん。 

13. 廃棄物を受け入れる場合、事前にサンプル

の熱量の計測、性状の分析をすることとなる

が、熱量や特定有害物質の分析はできるの

か？ 

焼却施設を設置するにあたっては、熱量や特定

有害物質の分析施設を設置することが法

令で定められております。本施設においても当

然分析施設を有した計画となっております。 

14. 排ガスの測定は燃やすものによりいくらで

も調整できることが常識になっているが、測

定頻度を増やして、何を燃やしても基準値に

適合していると示す考えはないか？また、他

の施設ではダイオキシンについて年 2 回以上

測定しているが、企業努力で測定頻度を増や

す考えはないのか？他の企業ができて、なぜ

ミダックはできないのか、説明してください。

排ガスの性状について、法令に則りダイオキシ

ン類については年 1 回、それ以外の項目

については法定頻度の 6 ヶ月に 1 回から 4 ヶ月

に 1 回に設定しなおし計量証明事業者に

よる分析を行い確認をします。また、日々の安

全管理（24 時間体制での連続測定数値の監視記

録等）を継続して行うことにより、排ガス性状

の安全性の確保ならびに基準値の遵守が可能で

あることから、計画の頻度で問題ないと考えま

す。 

15. 焼却灰や排ガスの監視方法について、具体

的に説明してください。 

焼却灰は法令に則り年 1 回ダイオキシン類の測

定 を 、 そ れ 以 外 の 項 目 に つ い て は 月 1

回自社での分析、年 1 回計量証明事業者による

分析を行い確認します。排ガスは法令に則り年

1 回ダイオキシン類の測定を、それ以外の項目



については 4 ヶ月に 1 回、計量証明事業者によ

る分析を行い確認します。また、日常運転にお

ける CO、HCL、O2 の連続測定数値を 24 時間体制

で監視記録します。 

16. 処理できない廃棄物が持ち込まれた場合、

どのような措置をとるのか？ 

 

本施設において処理できない廃棄物が持ち込ま

れた場合は、当然受入れることはせず持

ち帰っていただくこととなります。 

17. 焼却灰に含まれる有害物質の分析項目及び

頻度を教えてください。 

焼却灰の分析項目は法令で定められているとお

りカドミウム又はその化合物、鉛又はそ

の化合物、六価クロム化合物、砒素又はその化

合物、ダイオキシン類、熱灼減量となり

ます。分析を行う頻度は、法令に則り年 1 回ダ

イオキシン類の測定を、それ以外の項目につい

ては月 1 回自社での分析、年 1 回計量証明事業

者による分析を行い確認します。 

18. 他県施設の協定書では熱しゃく減量 5%で

締結している例もあり、5%の要求が達成不可

能な数値とは思われないが、なぜできないの

か、説明してください。 

添付資料-9「熱しゃく減量について」をご参照

ください。専門的な内容も含まれますことから、

プラントメーカーに確認の上、別紙回答を用意

いたしました。 

19. 災害防止のための計画では、労災、天災、

人災等の緊急時の対応では、連絡網のフロー

図はあるが、発生した場合の対応計画内容が

ないのはなぜか？発生を想定した場所と対応

計画書がなければ有事の時には対応できない

ため、施設からの発生箇所を想定し、その箇

所別に計画書を示してください。 

施設稼動時までに、施設の維持管理項目・管理

体制を含めた「緊急対策マニュアル」お

よび事故発生予防と対策の観点から、環境マネ

ジメントシステムに準拠した「危機管理

マニュアル」を策定します。日々の安全管理を

徹底することにより、施設内に留まる仔細な事

故はもとより近隣および広域へ影響するような

事故の発生をも防止し、あわせて万が一の事故

を想定しより迅速な対応を取れるよう対処して

行く考えです。また、万が一の事故発生時の賠

償については、自社財務基盤に基づくもののみ

ならず、損害賠償保険への加入も今後検討して

参ります。勿論、その前提として、企業として

の社会的責任についても充分配慮し、地域の住

民の皆様の安全を第一に配慮した施設運営およ

び対策案を構築して参ります。 

 

 

 



周 辺 環 境 に つ い て 

質   問 回   答 

1. 悪臭防止対策としてピット内の空気を吸引

し、燃焼室に入れると説明しているが、既存

施設の建物の空気も吸引できないか？ 

既存施設建物の空気の吸引については、その計

画はありません。 

2. 騒音・悪臭対策として廃棄物を搬入・搬出す

るトラックを全て建物内で作業できるように

ならないのか？ 

敷地面積の都合上、屋内に車両全体が入って投

入することはできませんが、投入時間、

シートシャッター開閉時間を短くすることによ

り、環境負荷を抑制します。 

3. 現在の施設で、ミダック所有のダンプが荷台

を少し上げ、荷台に雨水が溜まらないように、

雨ざらし状態で駐車していますが、荷台より

流れ落ちた雨水は、廃棄物により汚れていな

いのですか？ 

予め影響が出るような廃棄物を扱う場合には、

荷台が汚れないよう措置（内袋を敷く等）を講

じており、汚れた場合には当然洗浄を行ってお

ります。本施設稼働時においては、施設内に車

両を保管しない計画となっております。 

4. 調整池に有害物質が流れないことを、示して

ください。 

施設敷地内で食い止めることを第一と考えてお

り、作業手順マニュアルに基づき対処い

たします。具体的には、汚水は施設内部に設け

た側溝に流れ、これを土のう、オイルマット、

オイルフェンス等で流出を食い止め、吸引回収

します。また、油水分離槽においても吸引回収

し、全量焼却処分を行ないます。調整池につい

ては雨水の調整池として設置しております。 

5. 計画道路建設後の調整池の位置を説明会で

図面化していただいたが、最初からこの位置

に設置することはできないのか？ 

都市計画道路の建設時期が未確定の中、施設配

置の都合上現計画の位置が最も適した配

置であると考えております。 

6. 破砕機が周辺環境に与える騒音・振動の影響

度が考慮されていないと思われるが、このこ

とについて、説明してください。 

破砕機は生活環境影響調査において騒音および

振動の発生源として考慮された上で評価

を行っております。 

7. 屋内ごみピットではトラックがシャッター

の半分までしか入らないようだが、中の臭気

や粉塵が外に出ることはないのか。 

シャッターの開閉時間の短縮化、屋内空気の吸

引・焼却だけでなく、臭気を発する廃棄

物については、搬入から焼却処理までの期間を

短くし、また、臭気の強い廃棄物につい

ては搬入を制限する等の対策を行います。 

8. 煙突から排出される煙は蒸気と説明してい

ますが、それ以外の有害物質が排出されない

と断言できますか。 

煙突からは主に酸素、二酸化炭素、窒素、水分

（水蒸気）が排出されます。その他、ばいじん、

窒素酸化物、硫黄酸化物、塩化水素等が含まれ

ている可能性があります。これらの物質の排出

については、それぞれ法令上の排出基準が設け



られており、また、本計画施設では、更にそれ

を下回る厳格な自主管理基準値を設けること

で、周辺環境への影響はないものとしています。

これらの具体的な管理体制につきましては、適

切な温度管理・燃焼状態管理及びバグフ

ィルターでの活性炭・消石灰の吹き付け等によ

り施設を安定稼動することで、排出抑制

をいたします。また、その確認は日常のCO、HCL、

O2の連続測定数値を 24 時間体制で監視記録す

ることで達成します。さらに、ダイオキシン類

の測定頻度は法定通り年 1 回、それ以外の項

目については、4 ヶ月に 1 回の測定により、排

出物質の管理を致します。 

 

 

そ   の   他 

質   問 回   答 

1. 本当に景気が悪化しているこの時期に、この

計画にある焼却炉が必要なのか？ 

㈱ミダックふじの宮での焼却施設の運営を通

し、焼却処理の需要や社会的な必要性がわ

かりました。また、現状におきましても豊橋市

内（愛知県内）から排出される産業廃棄物のう

ち、市外（県外）で処理されている廃棄物も多

いことから、廃棄物の一般的な処理方法である

焼却処理は需要があると考えております。 

2. 建設予定地の近隣に民家があることに対し

て、このような場所に計画した理由を説明し

てください。 

ミダックグループとして施設を集約すること

で、より効率的な廃棄物処理が可能になる

ことから、既存豊橋事業所を拡大する形で施設

の設置を計画しました。近隣住民の皆様には、

今後もご理解をいただけるよう努めてまいりま

す。 

3. 特定有害汚泥、特定有害廃油、特定有害廃酸、

特定有害廃アルカリに含まれる有害物質が住

民  説明会における資料に明記されていな

かったが、どうしてか？ 

住民説明会では、よりご理解いただきやすいよ

うに個別の物質名については省略をさせ

ていただきました。 

4. 住民説明会を 2～3 回しかやっていないが、

事業者として説明責任を果たしていると考え

ているのか。 

旧豊橋市産業廃棄物適正処理指導要綱、愛知県

廃棄物の適正な処理の促進に関する条例

に基づく「事業計画の内容を周知するための説

明会」としては、今日までの説明会で資



料をもって説明させていただくことで目的は達

せられていると考えております。 

5. 地域住民との相互理解のため、住民代表の毎

月 1 回以上の施設への立ち入りを認めて欲し

い。 

事前連絡をいただければ対応いたします。

施設内では車両、重機等が移動していることが

あり、事故防止のために当社の指示に従

って下さい。 

6. 通学路に特別管理産業廃棄物等の危険物を

大型車で 1日 10 台走る計画になっているが、子

供たちにとって危険であると思われるが、通学

時間帯の通行を禁止する考えはないか？ 

搬入経路につきましては、他の工場への搬入車

両等も通行している広い道路であり、当

社事業所に関連する予想車両通行量（合計で 10

台 程 度 ） に よ る 影 響 は 極 め て 軽 微 で あ

ると考えていますので変更は考えておりませ

ん。自社・他社車両ともに、安全運転を徹底す

るようにいたします。 

7. 豊橋・湖西の野菜への風評被害が出てきた場

合、どのような対処をするつもりか？ 

風評被害と言っても、その中身は種々のものが

あり、一概に答えられません。その中で、弊社

が公害を出し、それが公正に報道されて近隣の

皆様に「被害」が出たような場合は、弊社は、

相当因果関係のある損害について補償します。

他方、マスコミ等が事実に基づかずに勝手に報

道したような場合は、根拠のない報道を

したマスコミ等が責任を取るべきで、弊社が責

任を負う必要はないと考えます。この場合は、

弊社も被害者ですので、弊社がマスコミ等を相

手として訴訟を提起することもあり得ます。 

8. 将来にわたる安定的に経営する会社の資本

金が 1,000 万円になっているが、施設運営及

び有事等の保障する資金が確保できる金額な

のか、説明してください。 

当然今後も自社の財務基盤の強化に努めていく

ことは勿論、計画施設操業前には、必ず

賠償責任保険に加入いたします。また、その前

提として、企業としての社会的責任についても

充分配慮し、地域の住民の皆様の安全を第一に

配慮した施設運営及び対策案を構築して参りま

す。 

 



廃棄物処理法第 15 条第 6 項の規定により利害関係者から提出された生活環境保全上

の見地からの意見書のうち、市に対する意見への回答 

質   問 回   答 

1. 現在あるほかの施設も含めて、施設が稼動し

たときには、操業の監視、違反時の指導をし

て欲しい。 

既存施設に対しては、定期的に監視を行い、違

反行為等を見つけた場合は、適正に行うように

指導を行っております。計画施設に対しても、

監視及び指導を行ってまいります。 

2.施設建設には反対なので、不許可にして欲

しい。 

法に基づいて申請内容を審査し、許可又は不

許可の処分を決めます。 

3.東部地域には産廃の焼却施設が既に複数あ

り、また、その他の産廃処理施設も多くあ

る。行政として、産廃処理施設を分散すべ

きであると考えるが。 

豊橋の東部地域に産廃処理施設が多くあると

の意見は承知しており、廃棄物処理施設の集

中地域であるかを審査する中で、分散化につ

いても検討していきたいと考えております。

4.廃棄物焼却施設が多いこの地域に大気測定

装置を設置し、測定結果を公表すべきだ。

現在、豊橋市では大気汚染常時監視測定局を

7 箇所設置しており、東部地域の常時監視に

ついては二川地区市民館で行っております。

また、この測定結果については市のホームペ

ージ等で公表しております。 

5.事業者との間に環境保全協定、覚書が必要

だと考えるが、行政としてどのような対応

をとるのか。 

事前協議に基づいて、事業者に環境保全協定

を結ぶように指導していきます。 

6.申請書の内容が専門的なので、良くわかる

専門家に審査を依頼すべきだ。 

法に基づいて、廃棄物の処理並びに大気質、

騒音、振動、悪臭等について、生活環境の保

全に関し、専門家の意見を聴きます。 
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